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休
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〔
告

示
〕

〇
本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業
者
等
を
指
定

す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
金
融
庁
二
七
）

〇
基
幹
放
送
用
周
波
数
使
用
計
画
の
一
部
を

変
更
す
る
件
（
総
務
一
二
一
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
一
八
八
）

〇
裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利
用
の
促
進
に

関
す
る
法
律
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
同
一
八
九
）

〇
テ
ザ
ニ
水
力
発
電
所
増
設
計
画
の
た
め
の

贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
マ
ラ
ウ
イ

共
和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関

す
る
件
（
外
務
九
二
）

〇
南
部
諸
民
族
州
リ
フ
ト
バ
レ
ー
地
域
給
水

計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政

府
と
エ
チ
オ
ピ
ア
連
邦
民
主
共
和
国
政
府

と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
同
九
三
）

〇
関
税
暫
定
措
置
法
別
表
第
一
の
六
に
掲
げ

る
物
品
の
平
成
二
十
六
年
度
の
初
日
か
ら

平
成
二
十
七
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
輸

入
数
量
を
告
示
す
る
件
（
財
務
九
三
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁国

営
大
夕
張
土
地
改
良
事
業（
維
持
管
理
）

地
区
の
大
夕
張
ダ
ム
の
管
理
規
程
の
廃

止
、
三
養
基
土
地
改
良
区
役
員
の
退
任
、

一
級
建
築
士
の
免
許
の
取
消
し
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、

再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整

備
支
援
機
構
都
市
計
画
事
業
変
更
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

〇
平
成
二
十
六
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

七
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
生
鮮
等
牛
肉

及
び
冷
凍
牛
肉
の
各
輸
入
数
量
及
び
各
協

定
対
象
外
輸
入
数
量
を
告
示
す
る
件

（
同
九
四
）

〇
平
成
二
十
六
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

七
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
豚
肉
等
並
び

に
生
き
て
い
る
豚
及
び
豚
肉
等
の
各
輸
入

数
量
を
告
示
す
る
件
（
同
九
五
）

〇
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
協
定
の
効
力
発
生
の
日

か
ら
平
成
二
十
七
年
二
月
二
十
八
日
ま
で

の
生
鮮
等
牛
肉
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
原
産

品
に
限
る
。）及
び
冷
凍
牛
肉
（
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
原
産
品
に
限
る
。）の
各
輸
入
数
量

を
告
示
す
る
件
（
同
九
六
）

〇
平
成
二
十
七
年
度
分
の
予
算
に
つ
い
て
、

財
政
法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
支
出
負
担
行
為
の
実
施
計
画

に
つ
き
財
務
大
臣
の
承
認
を
経
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
経
費
を
定
め
る
件
（
同
九
七
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お

け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

省
令
第
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す

る
国
税
庁
長
官
が
定
め
る
者
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
国
税
庁
七
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お

け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

省
令
第
五
条
第
三
項
に
規
定
す
る
国
税
庁

長
官
が
定
め
る
添
付
書
面
等
を
定
め
る
件

（
同
八
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お

け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

省
令
第
五
条
第
三
項
に
規
定
す
る
国
税
庁

長
官
が
定
め
る
期
間
を
定
め
る
件（
同
九
）

〇
地
す
べ
り
防
止
工
事
の
完
了
の
件

（
農
林
水
産
七
三
一
）

〇
地
す
べ
り
防
止
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
七
三
二
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
七
三
三
〜
七
三
八
）

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
五
項
第

一
号
の
事
業
者
を
指
定
す
る
件

（
経
済
産
業
四
一
）

〇
直
轄
砂
防
設
備
工
事
を
終
了
し
た
件

（
国
土
交
通
四
五
一
）

〇
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
の
規
定
に

基
づ
く
登
録
実
務
講
習
の
登
録
を
し
た
件

（
同
四
五
二
）

〇
保
安
設
備
の
整
備
に
よ
り
改
良
す
る
こ
と

が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
踏
切
道
を
指
定
し

た
件
（
同
四
五
三
）

〇
一
般
財
団
法
人
日
本
海
事
協
会
か
ら
登
録

事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
同
四
五
四
、
四
五
五
）

〇
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を
許
さ
れ
る
施

設
及
び
区
域
に
つ
い
て
、
全
部
返
還
、
一

部
返
還
、
共
同
使
用
及
び
追
加
提
供
が
決

定
さ
れ
た
件
（
防
衛
六
三
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

公
安
調
査
庁

会
計
検
査

院

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

貸
金
業
法
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
日
本
貸
金
業
協
会
か
ら
の
届
出
に
関
す
る

公
示
に
つ
い
て
（
金
融
庁
）
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